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国による公

図１ 事業主体別

共投資の地域間配分（平）

，資金負担別公共投資（ 年度）

資料 総務省
注１ 都道府県
注２ 網掛は本

本稿は，

『行政投資』。
主体事業，市町村主体事業は，それぞれ
稿での分析の対象を表す。

国の負担分（国費）を分析の対

の単独事業を含む。

象としている（図１の網掛部分）。地方自治体による補

助事業が，国

合以上に重要

１ ２ 公

公共投資

年代後半

基本計画
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を受

からの補助金の交付を前提と

な意味を持つと言える。

共投資総額と負担割合の推移
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図２ 行政投資総投資額および主

学（第 巻・第２号）

体別の負担割合の推移（ 年度）

資料 図１に同じ。

１ ３ 国費の地域間配分指数

つぎに国費の

公共投資の配分

れている。その
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年代，社会
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が，これまでの地方圏偏重か

要因として，それまでの重点
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＝

ここで，

配分された１
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を意味する。図３でその推

１人当り公共投資額の平均値，

当り公共投資額， 都道府県

市圏へ，低いほど国費が地方

移をみると，地方補助事業の

（１）

年度に 都道府県に

である。

圏へ相対的に多く配分

配分指数が から

と一定の
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回っている。こ
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割合が高まったことによって

て，国直轄事業の指数は

ては，大都市圏への国費の配

直轄事業が，期間を通して大

ついても 年度まで大都市圏

圏偏重へと変化し，農林水産

，地方補助事業のみならず国

から の間を大きく

分が地方圏のそれを上

都市圏により多く配分

の比重が高かったこと

投資や国土保全投資も

の直轄事業も地方圏偏

（ ）



重に配分され

国直轄事業

助事業への国
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るようになった。

と地方補助事業とを比較して

費は，地方圏により厚く配分

共投資の地域間配分（平）

みると，対象期間中，国の

されている。公共投資全体

直轄事業に比べて，地方補

の地域間配分が政治的要因

により，地方

補助事業は政

よりそれを検

圏偏重になされているという

治的影響をより強く受けてい

討していく。

図３ 国費の地

議論と照らして考えると，

ると思われる。以下では，

域間配分指数（１人当り投資額）

国費の配分に関して，地方

計量モデルを用いた分析に

資料

２ １ 推

図１に同じ。

第２節

定上の問題点とパネル分析

推計方法とデータ

これまでの

度の差を検証

および配分が

ではない。都

の配分が大き

よって説明さ

都道

議論を踏まえ，国直轄事業と

する。本節では，そのための

何に基づいて決定されている

道府県間の補助金配分に関す

く分けて「政治的要因」を表

れている。

府県補助金配分額＝（政治的

地方補助事業への国費の配

推計方法を検討しておく。

のかに関しては，まだ明確

る政治モデルの先行研究で

す変数とその他の「社会・

要因，社会・経済的要因）

分について，政治的な影響

ところで，公共投資の支出

な理論が確立しているわけ

は，下の式のように補助金

経済的要因」を表す変数に

わが国の

（ ）など

（

この種の分

る。現実に公

状況を対象としたこれまでの

のようにクロスセクション分

），山下（ ）， （

析で重要な問題として取り上

共投資は本来の資源配分の機

実証研究は，土居・芦谷（

析によるものと，

）などパネル分析によるも

げられるのは，変数間で生

能だけでなく，景気調整機

），中里（ ），鷲見

（ ），

のに分けることができる。

じる多重共線性の問題であ

能あるいは所得再分配機能
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といった多くの

数がモデルに含

ばおこる。長峯
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役割が期待されている。これ

められる。ところが，これら

（ ）は，各地域の「所得

学（第 巻・第２号）

らの効果を検証するため，そ

の変数が互いに強い相関関係

水準」と「有効求人倍率」と

れに対応する適当な変

を持つケースがしばし

の間に正の相関関係が，

「１票の重み」

本稿では，

多数の標本を用

モデルを使うこ

し，その影響を

＝

と「自民党議員数」との間に

年度のパネルデータ

いることにより，多重共線性

とによって，モデルに含まれ

コントロールすることができ

＋ ＋ （ ＝ ，

は負の相関関係が見られると

を使ったモデルにより推定を

の問題を回避できる可能性が

る変数以外の各都道府県に固

る
）
。以下では 式のモデルを

＝ ）

指摘している
）
。

行う。パネル分析では，

ある
）
。また，固定効果

有の要因を定数項で表

使って推定を行う。

（２）

ここで，

地域における

を表す変数，

２ ２ 政治

変数の選定に

先行研究におい

全国シェアなど

地域（都道府県）における

期の政治的要因を表す変

と はパラメータである。

的要因を表す変数

あたって，まず政治的な要因

ては，各都道府県における政

がその代理変数として使われ

期の１人当たり公共投資額

数， 地域 期におけるそ

を表す変数として何を選ぶべ

権与党の選挙での得票率や，

ている。これに関して，長峯

， 定数項，

の他社会・経済的要因

きか考える必要がある。

衆議院議員の数，その

（ ）は，分析で使

われることの多

党得票率につい

とが補助金配分

あるとみなされ

たとの解釈がな

釈できる曖昧さ

第二に，政治

い与党得票率と国会議員数に

ての分析結果における，解釈

に対してプラスの効果を持つ

，逆に負の効果を持つ場合に

される。すなわち，「どちら

がある
）
。」

力を国家議員の数で表すこと

関して次のような問題点を指

上の問題である。たとえば，

場合には，与党議員による補

は，野党との競争が厳しい選

にころんでも政治プロセスか

について，府県別の公共投資

摘している。第一に与

与党の得票率の高いこ

助金獲得行動の結果で

挙区へ補助金を増やし

らの影響力であると解

総額，議員の定数とも

人口の多い都市

表面的にプラス

考慮したモデル

数」を変数とし

他方，鷲見（

金シェアとの間

張するものや，

圏ほど相対的に大きいことか

の相関が生じやすい（長峯，

もある。堀（ ）は入閣資

て用いて，これが公共事業費

）による「与党議員の当選

に有意な関係は見出せなかっ

議員が政府の官僚出身かどう

ら，両者の全国シェアで表し

， ）。当選回数など

格の目安となる「当選回数

の配分に有意に効いていると

回数の平均値」を使った分析

た。その他，国会議員の所属

か，もしそうならどの省かな

た変数間においては，

国会議員のキャリアを

５回以上の自民党議員

の結果を報告している。

では，これと国庫支出

する派閥の重要性を主

ど，出身母体との関係

を指摘するもの

正確に表現する

いるという事実

政治的な影響

家や官僚は，利

いとの主張がな

もある。いずれにせよ議員の

のは難しい。以下では１人当

を手掛かりに議論を進める。

力の基本的な要因として

益団体間の競争過程の結果と

されている。また，ほとんど

補助金獲得への関与の合理性

たりの補助金が，相対的に地

（ ）は利益団体の存在

して生じた政策を単に実行す

の有権者は，直接利害を被る

および個人的な資質を

方圏偏重に配分されて

を重視している。政治

る役割を担うに過ぎな

ことがない限り，政治
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の問題に対し

に対して，直

う。その場合

国による公

てあまり関心を示さないか，

接利害を持つ利益団体の構成

，政策決定は利益団体の意志

共投資の地域間配分（平）

少なくとも自ら進んで行動

員は，ロビー活動などを通

に左右されやすい
）
。

をおこすことは稀であるの

して直接的な働きかけを行

（

党の公認，推

制の下で，１

業界や職業，

られると述べ

体や建設業の

との間の「利

）によれば，かつての中選

薦を受けた保守系議員によ

人の候補者が当選するために

極端な場合は特定の企業の利

ている
）
。以上のことは，わが

関係者を中心に行われてきた

益媒介機能」を果たしてきた

挙区制度においては，複数の

る激しい競争が行われていた

必要な票は，有権者全体の

益といった特殊利益を代表

国においても特に地方圏の

ことからも明白である。こ

のが各選挙区における後援

自民党議員ないしは自民
）
。堀（ ）は，中選挙区

％に過ぎず，特定の

することによって議席が得

選挙で，選挙運動が農業団

れらの利益団体と，政治家

会の存在である。特に自民

党が後援会重

他方，

が重要である

上・下院議員

差の大きい上

違いにより，

理論的な根

相対的に小さ

視の選挙戦略を展開してきた

（ ）は，配分は利

とみなす。アメリカを対象と

定数の「１票の重み」と正の

院で顕著に表れるとしている

連 政府からの予算が人口の

拠として，人口の多い選挙区

いこと，また，選挙区内の人

ことは，蒲島・山田（ ）

益団体の存在によるものだけ

した分析によれば，各州に

相関を持ち，特に予算の偏

。すなわち，１票の重みで

少ない州へ１人当りより多

（州）ほど，１人の有権者が

口が少ないほど，１人当り

で明かにされている。

ではなく，制度的な要因

配分された連 純支出は，

りは，下院よりも１票の格

表される政治的な影響力の

めに配分されている。その

行使できる票（政治力）が

に配分される補助金からの

限界的な利得

アメリカと

しても，国会

とする地方圏

ける吉田・吉

でも，

な面が補助金

が大きい事を挙げている。そ

わが国とでは，政策立案・決

議員の定数が人口に応じて配

へ「過剰な政治力を温存」

野（ ）や

（ ）は，１票

の配分に大きな影響を及ぼし

のため，政治家が補助金獲

定の過程が大きく異なる。

分されているとは言えず，

させる結果につながっている

（ ）のわが国を対象と

の格差に加え，属する政党や

ているとの結果を導いてい

得へ割く労力も増える。

しかしながら，わが国に関

その結果，農村部をはじめ

（和田，
）
）。これを裏付

した実証結果もある。なか

当選回数といった制度的

る。

これに対し

ることを認め

の財政移転が

ビー活動の機

行動であるこ

動の低い地域

所得水準が高

て，井堀（ ）は，現行の

つつも，仮に定数是正により

行われる現象は変化しないと

会費用や限界便益の差を挙げ

とを考慮すると，そのコスト

ほど政治活動の機会費用は低

く他に就業の機会も豊富にあ

選挙制度では１票の格差が地

この格差が解消されたとし

主張する。その理由として

る。ロビー活動が集票行動

は時間の機会費用で与えら

くなり，より活発に行われ

る都市よりも，相対的に所

方圏に有利に作用してい

ても，都市部から農村部へ

，都市部と農村部間でのロ

や陳情など時間を消費する

れる。したがって，生産活

る
）
。さらに，便益の面でも，

得水準が低く，公共投資に

依存する体質

すます，農村

中里（

そこでは，政

総生産との間

し，「地域間

となっている農村部では，公

部でロビー活動が活発になる

）は， 年から 年を対象

治活動の活発さを表す代理変

に負の相関が，さらに公共投

の所得格差が政治活動の水準

共投資から受ける限界的な

（井堀， ）。

に都道府県別のクロスセクシ

数として自民党得票率を用

資依存度との間に正の相関

を通じて公共投資の配分に影

効用が高い。その結果，ま

ョン分析を行っている。

い，これと１人当りの県内

関係が見られることを検証

響を与える」と述べてい

（ ）



る。

実際の配分に

の差，以上３つ

立命館経済

関しては，利益団体の存在，

のうちのいずれかが要因であ

学（第 巻・第２号）

制度的な要因，政治活動の費

るというよりも，どれもが複

用および享受する便益

合的に作用していると

考えるのが妥当

る変数を挙げ，

２ ３ 係数

前節の議論を

院選挙における

り県民所得」を

であると思われる。そこで，

その符号条件を検討する。

の符号条件

踏まえ，政治要因の代理変

「１票の重み
）
」，政治活動の

用いる。

次の節では，これまでの議論

数として，各都道府県の「建

コストを表すものとして先行

を踏まえ，推定で用い

設業従業者比率」，衆議

研究と同様に「１人当

「建設業従業

県ほど政治的な

要因を表す「１

予想される符号

は，先の議論か

るであろう。

その他，政治

求人倍率」を用

者比率」は利益団体による予

影響度は高くなるため，係数

票の重み」もその数値の高い

は正である。次にロビー活動

らこれが低いところほど政治

的要因以外の変数としては，

いる。この場合，雇用状況が

算配分への影響度を表すもの

の符号は正となることが予想

ところほど政治力も強くなる

の機会費用の代理変数である

活動が活発になると考えられ

国の雇用対策の影響をコント

厳しい府県ほど補助金が多め

で，比率の高い都道府

される。また制度的な

と考えられることから，

「１人当り県民所得」

るため，係数は負とな

ロールするため「有効

に配分されると考えら

れ，係数の符号

また１節の１

体へ事業費の負

得行動にも一定

自治体ほど投資

制約を受けざる

本稿で用いた

は負となることが予想される

１で述べた通り，地方補助

担が求められる。したがって

の制約がかかる。その制約条

的経費への支出が限定され，

を得ない。そのため，係数は

行政投資には用地・補償費が

。

事業はもちろん，国の直轄事

，各自治体からの政治的な働

件として「経常収支比率」を

各府県における政治力を媒介

負となることが想定される。

含まれている。これは大都市

業に関しても地方自治

きかけを通した予算獲

加えた。同数値の高い

とした予算獲得行動は

など地価の高い府県ほ

ど大きくなる。

ど多めの予算配

資の需要面での

政府が社会資本

る。すなわち，

となる。以上の

最後に，「人

そのコストを表すものとして

分が必要とされる。その際，

効果を考えれば「真水」の大

ストックの増加に寄与しない

そのコストが補助金配分上の

ことからすれば，地価の係数

口増加率」を変数として加え

「住宅地の標準地価」を加え

係数の符号はプラスとなるで

きさが政策上の問題となる。

用地・補償費を最小化する行

ネックになる可能性もあり，

の符号は正，負のいずれにも

た。急速な人口の増加が見ら

た。地価が高い府県ほ

あろう。逆に，公共投

供給面から考えても，

動をとることもありう

その際，符号は逆に負

なり得る。

れる都道府県ほど社会

資本の需要は高

そのため，公共

以下の分析で

価と人口増加率

），さらに政

れぞれ５つのケ

いと予想される。特に，生活

投資の配分と人口増加率とは

は，これまで挙げた７つの説

のいずれかを除いたもの（モ

治的要因の変数のみのセット

ースで推計を行った。なお，

関連の社会資本へのニーズは

正の相関を持つと考えられる

明変数による推計を基本し

デル ， ， ， ），両者を

（モデル ， ），以上国直轄事

各年度の予算は，前年度まで

その傾向が顕著である。

。

（モデル ， ），住宅地

除いたもの（モデル ，

業と地方補助事業，そ

に決定されることから，

（ ）



説明変数はす

国による公

べて１期前の数値を用いてい

共投資の地域間配分（平）

る。

３ １ 国

国直轄事

る。最初に政

全てのケース

る建設業就業

第

直轄事業への国費配分

業への国費配分について，パ

治的要因の変数に関して，利

において１％水準で有意とな

者の比率の高い府県ほど国費

３節 推定結果

ネル分析（
）
）による結果

益団体の代理変数である「

った。符合も予想した通り

がより多く配分されている

を示したものが表１であ

建設業従業者シェア」は，

正となり，全就業者に占め
）
。次に制度的な政治要因を

表す「１票

いても，有意

当たりの国費

との関係を表

へ相対的に厚

その他の変

共投資の配

性が認められ

の重み」は，全てのケースで

性が低く符号条件を満たして

が多めに配分されていること

していると言うより，１節の

く配分されていることを反映

数では，「有効求人倍率」が

分は確認できなかった。「経常

た。符号は予想の通り負とな

値が低く有意でなかった。

いない。すなわち，所得水

を意味する。これは所得水

図３で示したように，国直

した結果だと思われる。

モデル とも有意でなく

収支比率」は，モデル と

り，府県・市町村において

「１人当り県民所得」につ

準の高いところほど，１人

準と政治活動を通じた配分

轄事業への国費が大都市圏

，雇用創出をねらった公

において５％水準で有意

財政状況は予算獲得行動を

規定する要因

しかし，同

著しく低いこ

めの配分があ

果だと見る

の影響は認め

となっていることがうかがえ

変数を含むモデル ， にお

とから，これと相関が生じて

ったというより，やはり大都

べきであろう。「人口増加率」

られなかった。

る。「住宅地価」は，５％水

いて，「１人当り県民所得」

いるものと思われる。すな

市へ相対的に多めに配分さ

は，有意でなく直轄事業に関

準で有意性が認められた。

の 値が他のモデルと比べ

わち，地価の高い府県に多

れていることを反映した結

する限り，国費の配分へ

（ ）
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表１

学（第 巻・第２号）

推定結果１

３ ２ 地方

地方補助事業

その結果，「建

予想通りプラス

「１人当りの県

帰無仮説を棄却

補助事業への国費配分

への１人当り国費配分額につ

設業従業者比率」と「１票の

となっており，これらの数値

民所得」は，「住宅地地価」と

出来なかった。しかし，地価

いて，国直轄事業へのケース

重み」は，１％水準で有意と

の高い府県ほど，より多めに

相関が生じているものと見ら

を落としたモデル では

と同様に推定を行った。

なった。係数の符号も

国費が配分されている。

れ，モデル と では

有意となり，符合条件

も予想された通

当り多めに配分

政治的要因以

負となっている

「経常収支比率

っていることが

意性は認められ

り負となった。これは直轄事

されていることを意味し，先

外では，モデル におい

ことから，雇用効果をねら

」も有意に負となっており，

確認できた。これ以外の変

なかった。

業のケースと異なり，所得水

の井堀（ ）の主張を裏付

て「有効求人倍率」の有意性

った配分が行われている可能

地方自治体の財政状況が補助

数，「住宅地価」と「人口増加

準の低い地域ほど１人

ける結果となった。

が認められた。符号も

性が示唆される。また

金獲得行動の制約とな

率」について変数の有

以上のように

た推定結果が得

に比べ，政治的

た国費の配分や

また，付録１に

，直轄事業に比べ，地方補助

られた。本稿での仮説の通り

な要因が強く働いている。そ

，地方自治体の財政状況が予

掲げた通り，事業目的別に分

事業に関するモデルにおいて

，地方補助事業への国費の配

れに加え，補助事業に関して

算獲得行動の制約となってい

析を行った場合でも，ほぼ同

全般的にほぼ期待され

分は，直轄事業のそれ

は，雇用創出をねらっ

ることが確認できた。

様の結果が得られた。

（ ）



国による公

表

共投資の地域間配分（平）

２ 推定結果２

以上，パネ

差異をみてき

要因が強く働

府県へ補助金

ていることが

ル分析により， 年代の国の

た。その結果，地方補助事業

いていることが検証された。

が多めに配分されていること

確認できた。

ま と め

直轄事業と地方補助事業へ

への国費の配分は，直轄事

さらに，地方補助事業に関

，地方自治体の財政状況が

の１人当り国費配分状況の

業のそれに比べ，政治的な

しては，雇用状況の厳しい

予算獲得行動の制約となっ

終戦から高

村・釜田（

頭である
）
。当

性は，広く国

の安定化へ寄

が，政治活動

そのうち，

度経済成長前期に至るまで，

）の研究によれば，これが

時，その隘路の克服のために

民の間に共有されていたと思

与した面も否定できない（

の活発化を招いているとの批

井堀（ ）による指摘は，

社会資本の不足が経済活動

先進諸国と比べて遜色ない水

，社会資本整備へ集中的に

われる。このプロセスを通

， ）。しかし，現在で

判が多く，配分のあり方が

以下の２点に整理できる。第

の隘路であった。根本・河

準に達したのは 年初

資源を投入することの必要

した所得分配政策が，社会

は，地方圏への所得移転

問われている。

１は，受益と負担の乖離

による非効率

って予算を獲

争が過大とな

コストとなる

されているた

現在進めら

である。すなわち，受益と負

得すること自体が目的化する

り，ロビー活動のために費や

。２つ目の問題点は，公共投

めに，資源配分上の非効率が

れている行財政改革の中で，

担の分離された財政システ

。その結果，一定の予算の

される政治資金や時間が国

資などの配分が経済的な合

生じる点である。

公共投資の縮小，削減を求

ムのもとでは，政治家にと

配分をめぐって政治的な競

民経済全体にとって余分な

理性とは無縁の世界で決定

める声が各方面から挙がっ

（ ）



ている。個々の

い。本稿での分

すると，真っ先

立命館経済

事業についての是非は置くと

析から，政治的な影響は地方

に取り組むべきは，現行の地

学（第 巻・第２号）

しても，その地域間配分への

補助事業で相対的に高いこと

方補助事業のあり方を変える

政治の関与は問題が多

が示された。これから

ことである。すなわち，

国から地方への

担を意識しなが

望ましいと言え

もちろん，実

事業に関しても

れた通り，政治

さらに，本稿で

税源移譲により，予算配分過

ら主体的に事業を選択できる

る。

際の政策執行にあたっては，

，投資分野によって政治的な

的要因の代理変数として何を

は，モデルにおける説明変数

程から政治的な影響を排除す

システムを構築していくこと

さらに詳細な分析が不可欠で

関与の度合いが異なる可能性

取るべきかについては，議論

・被説明変数間の同時性の問

るとともに，受益と負

が地方自治体にとって

ある。たとえば，公共

もある。また，先に触

の余地が残されている。

題については，その因

果関係を特定で

国直轄事業と

投資，農林水産

全般的に地方補

きていない。これらを合わせ

付録１ 事

地方補助事業への国費の配分

投資，国土保全投資の４つに

助事業の方が，国直轄事業に

て今後取り組むべき課題とし

業目的別投資の推計

を，それぞれ事業目的別に生

分けて同様の推計を行った

比べて政治的な要因が作用し

たい。

活基盤投資，産業基盤

（表３，表４）。その結果，

ていた。しかし，地方

補助事業の中で

４）。たとえば

えているとは言

得」がどちらも

理的条件が，配

町村道，街路など

も，投資の種類によって政

産業基盤投資のケースでは，

えない。また，農林水産投資

優位ではなく，係数の符号は

分に大きく作用しているた

）により詳細な分析が必要で

治的要因を表す変数の影響度

「建設業従業者の割合」の大小

や国土保全投資のケースで

両者で逆となっている。各都

めと考えられるが，要因の特

ある。

に違いが見られた（表

がその配分に影響を与

は，「１人当たり県民所

道府県の産業構造や地

定には事業別（国道，市

（ ）



国による公

表３ 国直轄事業への

共投資の地域間配分（平）

国費配分状況（人口１人当たりの額）

表４ 地方補助事業への国費配分状況（人口１人当たりの額）

（ ）
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付録２

学（第 巻・第２号）

説明変数間の相関

本稿で用いた

県民所得」と

「１人当り県民

あるため，本稿

説明変数間の相関係数は，下

「住宅地地価」との相関係数

所得」との相関も気になると

では両者を含めた形でそのま

表５

記の通りである。第３節で述

が と最も高い。また，

ころではあるが，両変数が政

ま推定を行った。

相関係数表

べたように「１人当り

「建設業従業者比率」と

治的要因の代理変数で

１．国直轄事

総務省『行政

付録３ データ

業，地方補助事業への１人当

投資』の都道府県別行政投資

の出所および変数の定義

り国費配分額

実績で，国と地方（都道府県＋市町村）主体投資への

国費配分額を，

『住民基本台帳

２．建設業従

都道府県ごと

調査は，５年ご

計を行った。

内閣府『県民経済計算』の

』の人口で除した。

業者比率

に，総務省『国勢調査』の建

との実施であるため，その間

公的総固定資本形成デフレー

設業従業者数を全体の従業者

のデータについては，伸び率

タで実質化し，総務省

数で除した。なお，同

一定とみなして区間推

３．１票の重

総務省『日本

府県ごとに集計

の選挙について

に割り当てられ

み

統計年鑑』の「衆議院議員選

し，住民基本台帳の人口で除

は，小選挙区は先と同様に定

た定数を，ブロック内での人

挙」の 年， 年における

した。小選挙区比例代表並立

数を集計し，比例代表につい

口シェアに応じて各府県に配

中選挙区の定数を都道

制が採用された 年

ては選挙ブロックごと

分し，これを小選挙区

（ ）



の定数と合わ

っている。

（ 年の

国による公

せたものを各都道府県の定数

滋賀県の例）

共投資の地域間配分（平）

とみなした。なお，本文中では 万人当りの重みとな

〔小選挙区

人／同年の

４．１人当

内閣府『県

取り除くため

での定数 ３人＋｛比例代表での

近畿ブロックの人口

り県民所得

民経済計算』のデータを，

，各都道府県の数値をそれぞ

近畿ブロックの定数 人×（

人）｝〕÷同年の滋賀県の人口

デフレータで実質化し，

れを全国平均で割り基準化

年の滋賀県の人口

＝ （ 万人当り）

さらに変数のトレンドを

した。

５．有効求

厚生労働省

６．経常収

総務省『市

務省『地方財

の資金負担額

都道府県の数

人倍率

『職業安定業務統計』の年次

支比率

町村別決算状況調』で市町村

政統計年報』における各都道

割合を用いて加重平均した。

値の単純平均で基準化した。

ごとのデータ。新規学卒者

の経常収支比率を都道府県

府県の経常収支比率を，行

さらにトレンドを取り除く

とパートタイムを除く。

ごと単純平均し，これと総

政投資の都道府県と市町村

ため同様の手順で求めた

（ 年度

（県の経常

村の支出割

７．住宅地

国土交通省

の滋賀県の例）

収支比率 ×県の支出割合

合 ）÷同年 都道府県の

地価

『地価公示』における都道府

＋県内 市町村の経常収支

単純平均＝

県別住宅地平均地価。

比率の単純平均 ×市町

８．人口増

総務省『住

） ここ

示すた

） 政治

蒲島・

加率

民基本台帳』における都道府

での政治的な要因とは，経済効

めに補助金を誘致するという行

家は選挙での当選を目的として

山田（ ）， を参照。

県ごとの伸び率。

注

果をねらったものというよりも，

動を指している。

おり，その点で政治学における

むしろ政治家がその政治力を

「社会的交換理論」とも通ずる。

） 長峯

カニズ

本稿と

て，本

ている

タを用

独事業

（ ）は，国が投資主体とな

ムが異なりうるという仮説をた

の違いは，長峯が国と都道府県

稿では国，都道府県，市町村の

点である。また，関連する研究

いた分析を行い，政府直轄事業

への地方政府支出合計額との間

る道路投資と県が投資主体とな

て，両者を分けた実証モデルを構

による道路投資への事業総額を分

各事業主体による投資全般への国

では，吉野・吉田（ ）が，

と地方補助事業への政府支出合計

に負の関係が見られることを検証

る道路投資とでは意思決定メ

築し分析をおこなっている。

析の対象としているのに対し

費の配分について分析を行っ

年から 年の四半期デー

額と，地方補助事業と地方単

している。

（ ）



） 本稿で

と呼ぶ。

施の際に

立命館経済

は，「行政投資」のデータを用い

これと， の「公的総固定資

発生する用地・補償費等を含めて

学（第 巻・第２号）

る。また，特に問題のない限り，

本形成」との大きな違いは，公

いないのに対し，行政投資はそ

これを指して「公共投資」

的総固定資本形成が事業実

れが含まれる点である。

） 堀（

） 都道府

） 対象期

で増額さ

で縮減さ

） 市町村

た。

） 大都市

梨），名古

）， ， 。

県と市町村の負担額には，それぞ

間は 年度まで。その後

れた。しかし， 年の財政構造改

れた。

の負担は，金額ベースで， 年度

圏は，東京と中心とした関東８

屋を中心とした中部４県（岐阜

れの単独事業費が含まれる。

， 年の改定では 兆円（対

革法により計画期間の３ヵ年延

の 兆 億円から， 年度に

都県（茨城，栃木，群馬，埼玉，

，静岡，愛知，三重），大阪を中

象期間 年度）ま

長，投資規模も 兆円ま

は 兆 円まで増加し

千葉，東京，神奈川，山

心とした関西６府県（滋賀，

京都，大

野・焼田

上の都合

の相違は

） 奥野・

） 長峯

付録２を

） 標本数

） 山下

阪，兵庫，奈良，和歌山）の合

・八木（ ）とは，本稿が茨城

で除外されていた沖縄を地方圏と

，本稿が長野を地方圏に入れてい

八木・二神（ ）， 。

（ ）， ，および の

参照。

は， である。

（ ）も同様の理由からパネル

計 府県であり，地方圏とはそれ

，栃木，群馬，山梨の４県を大

して加えている点で異なる。ま

る点である。

図６ ２を参照。なお，本稿で

データを用いた分析（

以外の 道県である。奥

都市圏に含めた点，データ

た，「行政投資」の分類と

用いた説明変数間の相関は

）を行っている。

） 長峯

）

発揮し得

。

）

）

） 堀（

） 和田

（ ）， 。

によると，利益団体は基本的に

るのは，共通の利益を有し組織化

（ ） （ 訳

を参照。

）， 。

（ ）， では，産業構造の

小規模であり，その規模にもかか

されているためである。

）， （ 訳

変化に伴う人口移動を反映した形

わらず政治的な影響力を

（ ）， ，

）， （ 訳

で議員定数配分が行われ

ず，その

） 中里

したもの

） 各都道

の対象と

てもその

配分や与

ている。

） ダミー

結果，農村部の過剰な政治力の温

（ ）は，自民党の得票率を政

と各都道府県の１人当り所得水準

府県における衆議院議員定数を

した理由は，先行研究と同様，衆

影響力が大きいと考えられるこ

党参議院議員数も公共投資や地方

変数最小二乗法（

存につながっている点を指摘し

治活動の活発さを示す代理変数

との間に負の相関関係が見られ

それぞれの人口で割ったもの。

議院の優越が憲法で認められお

とによる。一方， （

交付税の地域間配分に影響を与

）。

ている。

として捉え，これを指数化

ることを検証している。

ここで，衆議院議員を分析

り，予算配分の決定に際し

）は，参議院議員の議席

えるとの分析結果を報告し

） これは

性の問題

「１人当り

） 他に，

，一方向への因果関係を示すも

については，本稿のまとめで述べ

県民所得」との関係も同様の問

戦後，社会資本整備が果たした

のではなく，互いの相関関係を

るように，今後の研究課題とし

題が生じている可能性がある。

役割については，奥野（ ）を

意味する。このような同時

て残される。被説明変数と

参照した。

（ ）
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